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第 1章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、高齢者の医療の確保に関する法律（以下「高齢者医療確保法」という。）に

規定する特定健康診査、高齢者医療確保法に規定する健康診査、健康増進法に規定する健康診

査を行うに当たり、必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この要綱で使用する用語の定義は次のとおりとする。 

⑴  特定健康診査 高齢者医療確保法第２０条の規定に基づき京都市が行う特定健康診査 

⑵  国実施基準 特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成１９年度厚生労働

省令第１５７号） 

⑶  後期高齢健康診査 高齢者医療確保法第５０条に規定する後期高齢者医療の被保険者に

行う健康診査 

⑷  生活保護等健康診査 健康増進法第１９条の２の規定に基づき京都市が行う健康診査 

 

第２章 特定健康診査 

（対象者） 

第３条 特定健康診査の対象者は、京都市国民健康保険の被保険者（以下「市国保被保険者」と

いう。）で、事業年度において、次の各号のいずれかに該当する者（以下「特定健康診査対象

者」という。）とする。ただし、国実施基準第１条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定め

る者（平成２０年１月１７日付厚生労働省告示第３号）は除く。 

⑴ ４０歳以上６５歳未満の市国保被保険者 

⑵ ６５歳以上７５歳未満の市国保被保険者（事業年度途中に高齢者医療確保法第５０条第１

号の規定に該当することとなった者は除く。） 

２ 前項の規定にかかわらず、事業年度の４月２日以降に市国保被保険者となった者は、前項各

号のいずれかに該当し、かつ、次の各号に掲げる要件に該当する場合に限り、特定健康診査対

象者とする。 

⑴  市国保被保険者となった日が、当該事業年度の４月２日から９月３０日までの間であるこ 

と 

⑵  国民健康保険法施行規則第２条に規定する世帯主の届出が、４月２日から１０月１４日ま 

でに提出された者 

 



（受診券等の交付） 

第４条 京都市は、特定健康診査対象者に対し、京都市国民健康保険特定健康診査受診券（以下

「受診券」という。）、受診票及び受診の手引きを郵送等の方法により交付する。 

２ 特定健康診査対象者が受診券を毀損、滅失又は紛失し、再交付の申請をした場合は、京都市

は、受診券を郵送等の方法により再交付する。 

（必要書類の提示等） 

第５条  特定健康診査対象者は、第７条の集団健康診査、医療機関健康診査又は人間ドック健康 

診査の受付窓口に、被保険者証としての利用登録済みのマイナンバーカード（以下「マイナ保

険証」という。）又は資格確認書を提示のうえ、前条に規定する受診券及び受診票を提出する。 

（受診回数） 

第６条 特定健康診査対象者が特定健康診査を受診できる回数は、同一事業年度において、１人

当たり１回とする。 

（実施形態） 

第７条 特定健康診査は、次の形態により実施する。 

⑴  集団健康診査 区役所等の会場で実施する。 

⑵  医療機関健康診査 個別医療機関で実施する。 

⑶  人間ドック健康診査 人間ドック健康診査機関で実施する。 

２ 前項に掲げる各形態の実施方法については、別に定める。 

（委託） 

第８条 特定健康診査の実施は、次の機関に委託する。 

 ⑴ 前条第１項第１号及び第２号に掲げるもの 実施体制を継続的かつ安定的に確保できる団

体で、別に契約する機関 

 ⑵ 前条第１項第３号に掲げるもの 別に契約する人間ドック健康診査機関 

（検査項目） 

第９条 特定健康診査の検査項目は、次に掲げる項目とする。 

⑴  問診 

⑵  身体計測（身長、体重、腹囲、ＢＭＩ） 

⑶  理学的所見（身体診察） 

⑷  血圧測定 

⑸  尿検査（蛋白、糖、潜血、ウロビリノーゲン） 

⑹  心電図検査（ただし、第３条第１項第１号に該当する者については、収縮期血圧１４０ｍ

ｍＨｇ以上又は拡張期血圧９０ｍｍＨｇの者、又は問診等で不整脈が疑われる者に限る。） 

⑺  血液検査（赤血球数、ヘマトクリット値、血色素量、白血球数、血小板数、総コレステロ

ール、ＬＤＬコレステロール、ＨＤＬコレステロール、中性脂肪、ＡＳＴ(ＧＯＴ)、ＡＬＴ

(ＧＰＴ)、γ－ＧＴ（γ－ＧＴＰ）、ＡＬＰ（ＩＦＣＣ）、総蛋白、血糖、ＨｂＡ１ｃ、血清

クレアチニン、ｅＧＦＲ、血清アルブミン、尿酸、アミラーゼ） 

（眼底検査） 

第１０条 特定健康診査の眼底検査は、国実施基準に基づき、医療機関健康診査のうち実施可能

な施設において実施する。 



（医師の判定） 

第１１条 第９条及び第１０条の検査に係る医師の判定は、次のとおりとし、いずれかの区分を

選択する。 

⑴  異常なし 

⑵  要指導 

⑶  要医療 

２ 前項の規定にかかわらず、第９条及び第１０条に定める検査の結果、緊急に医療が必要な者

に対しては、緊急医療と判断する。 

（結果等の通知） 

第１２条 国実施基準第３条第１項に規定する特定健康診査に関する結果等の通知は、国実施基

準第３条第２項の規定に基づき、第８条に規定する機関が郵送等の方法により行う。なお、こ

の結果等の通知には、第９条、第１１条及び国実施基準第７条第２項各号及び第８条第２項各

号に基づく階層化の結果を記載する。 

（集団健康診査及び医療機関健康診査における受診料金） 

第１３条 第７条第１項第１号及び第２号の実施形態により特定健康診査を受ける特定健康診査

対象者は、特定健康診査に要する費用（以下「健診費用」という。）の一部負担金として集団

健康診査及び医療機関健康診査の受付窓口に５００円を支払う。ただし、第３条第１項第２号

に該当する者は無料とする。 

（人間ドック健康診査における受診料金） 

第１４条 第７条第１項第３号の実施形態により特定健康診査を受ける特定健康診査対象者は、

健診費用の３割相当額（１円未満四捨五入）を人間ドック健康診査機関の受付窓口に支払う。 

（特別療養費の対象者が人間ドック健康診査を受診する場合の取扱） 

第１５条 前条の規定にかかわらず、特別療養費を支給する旨を記載した資格確認書（以下「資

格確認書（特別療養）」という。）又は特別療養費を支給する旨を記載した資格情報通知書（以

下「資格情報通知書（特別療養）」という。）の交付を受けている特定健康診査対象者が、第７

条第１項第３号に規定する人間ドック健康診査を受診する場合は、健診費用の全額を、人間ド

ック健康診査機関の受付窓口へ支払う。 

（同一事業年度に２回以上受診したことが判明した場合の取扱） 

第１６条 特定健康診査対象者が、特定健康診査を同一事業年度に２回以上受診したことが判明

した場合は、京都市は、当該受診者に対し、同一事業年度に複数回受診しないよう促す文書を

送付することとし、それ以後に同様に受診したことが判明した場合は、健診費用から受診料金

を控除した額を請求するものとする。 

（受診後、特定健康診査対象者でなかったことが判明した場合の取扱） 

第１７条 特定健康診査の受診日現在に特定健康診査対象者でない者が、特定健康診査を受診し

たことが判明した場合は、京都市は、当該受診者に対し、健診費用から受診料金を控除した額

を請求するものとする。 

 

第３章 後期高齢健康診査 

（対象者） 



第１８条 後期高齢健康診査の対象者は、京都市内に住所を有する後期高齢者医療の被保険者

（以下「後期高齢健康診査対象者」という。）とする。 

（受診票等の交付） 

第１９条 京都市は、年度当初において、京都市介護保険の要介護認定又は要支援認定を受けて

いない後期高齢健康診査対象者に対し、受診票及び受診の手引きを郵送等の方法により交付す

る。 

（必要書類の提示等） 

第２０条 後期高齢健康診査対象者は、第２２条の集団健康診査、医療機関健康診査又は人間ド

ック健康診査の受付窓口に、マイナ保険証又は資格確認書を提示のうえ、前条に規定する受診

票を提出する。 

（受診回数） 

第２１条 後期高齢健康診査対象者が後期高齢健康診査を受診できる回数は、同一事業年度にお

いて、１人当たり１回とする。 

（実施形態） 

第２２条 後期高齢健康診査は、次の形態により実施する。 

⑴ 集団健康診査 区役所等の会場で実施する。 

⑵ 医療機関健康診査 個別医療機関で実施する。 

⑶ 人間ドック健康診査 人間ドック健康診査機関で実施する。 

２ 前項に掲げる各形態の実施方法については、別に定める。 

（委託） 

第２３条 後期高齢健康診査の実施は、次の機関に委託する。 

 ⑴ 前条第１項第１号及び第２号に掲げるもの 実施体制を継続的かつ安定的に確保できる団

体で、別に契約する機関 

 ⑵ 前条第１項第３号に掲げるもの 別に契約する人間ドック健康診査機関 

（特定健康診査の準用） 

第２４条 後期高齢健康診査の実施に当たっては、第９条から第１１条までの規定を準用する。 

（結果等の通知） 

第２５条 後期高齢健康診査に関する結果等の通知は、国実施基準第３条第２項の規定に基づき、

第２３条に規定する機関が郵送等の方法により行う。 

（集団健康診査及び医療機関健康診査における受診料金） 

第２６条 第２２条第１項第１号及び第２号の実施形態による後期高齢健康診査に係る受診料金

は、無料とする。 

（人間ドック健康診査における受診料金） 

第２７条 第２２条第１項第３号の実施形態により後期高齢健康診査を受ける後期高齢健康診査

対象者は、健診費用から１１，６００円を控除した額を人間ドック健康診査機関の受付窓口に

支払う。 

（特別療養費の対象者が人間ドック健康診査を受診する場合の取扱） 

第２８条 前条の規定にかかわらず、資格確認書（特別療養）又は資格情報通知書（特別療養）

の交付を受けている後期高齢健康診査対象者が、第２２条第１項第３号に規定する人間ドック



健康診査を受診する場合は、健診費用の全額を、人間ドック健康診査機関の受付窓口へ支払う。 

（同一事業年度に２回以上受診したことが判明した場合の取扱） 

第２９条 後期高齢健康診査対象者が、後期高齢健康診査を同一事業年度に２回以上受診したこ

とが判明した場合は、京都市は、当該受診者に対し、同一事業年度に複数回受診しないよう促

す文書を送付することとし、それ以後に同様に受診したことが判明した場合は、健診費用の全

額を請求するものとする。 

（受診後、後期高齢健康診査対象者でなかったことが判明した場合の取扱） 

第３０条 後期高齢健康診査の受診日現在に後期高齢健康診査対象者でない者が、後期高齢健康

診査を受診したことが判明した場合は、京都市は、当該受診者に対し、健診費用の全額（人間

ドック健康診査の場合は健診費用から受診料金を控除した額）を請求するものとする。 

 

第４章 生活保護等健康診査 

（対象者） 

第３１条 生活保護等健康診査の対象者は、高齢者医療確保法第７条第３項各号に規定する医療

保険に加入していない京都市に在住する生活保護法第６条第１号に規定する生活保護の被保護

者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律の対象者で、実施年度において、４０歳以上の者（以下「生活保護

等健康診査対象者」という。）とする。 

（生活保護法による保護受給証明書又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律等に基づく支援給付受給証明書等

の交付） 

第３２条 京都市生活保護担当課は、生活保護等健康診査対象者の申し出に基づき、生活保護法

に基づく受給証明書又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人

等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律等に基づく支援給付受給証明書（以下「受給証明

書」という。）、受診票及び受診の手引きを交付する。 

（受給証明書等の提出） 

第３３条 生活保護等健康診査対象者は、第３５条の集団健康診査又は医療機関健康診査の受付

窓口に、受給証明書及び受診票を提出する。 

（受診回数） 

第３４条 生活保護等健康診査対象者が生活保護等健康診査を受診できる回数は、同一事業年度

において、１人当たり１回とする。 

（実施形態） 

第３５条 生活保護等健康診査は、次の形態により実施する。 

⑴ 集団健康診査 区役所等の会場で実施する。 

⑵ 医療機関健康診査 個別医療機関で実施する。 

（委託） 

第３６条 生活保護等健康診査の実施は、実施体制を継続的かつ安定的に確保できる団体で、別

に契約する機関に委託する。 

（特定健康診査の準用） 



第３７条 生活保護等健康診査の実施に当たっては、第９条から第１２条までの規定を準用する。

ただし、第１２条における階層化の結果の通知に関する規定については、生活保護等健康診査

対象者のうち７５歳未満の者に限り適用する。 

（受診料金） 

第３８条 生活保護等健康診査に係る受診料金は、無料とする。 

（同一事業年度に２回以上受診したことが判明した場合の取扱） 

第３９条 生活保護等健康診査対象者が、生活保護等健康診査を同一事業年度に２回以上受診し

たことが判明した場合は、京都市は、当該受診者に対し、同一事業年度に複数回受診しないよ

う促す文書を送付することとし、それ以後に同様に受診したことが判明した場合は、健診費用

の全額を請求するものとする。 

（受診後、生活保護等健康診査対象者でなかったことが判明した場合の取扱） 

第４０条 受診日現在に生活保護等健康診査対象者でない者が、生活保護等健康診査を受診した

ことが判明した場合は、京都市は、当該受診者に対し、健診費用の全額を請求するものとする。 

（雑則） 

第４１条 この要綱において別に定めるとされている事項及びこの要綱の施行に関し必要な事項

は、所轄部長が定める。 

附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年１２月２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日から令和７年１１月３０日までの間におけるこの要綱第５条中「資格

確認書」とあるのは「被保険者証及び被保険者資格証明書（以下「被保険者証等」という。）

並びに資格確認書」とし、同要綱第１５条中「資格確認書（特別療養）」とあるのは「被保



険者資格証明書及び資格確認書（特別療養）」とする。 

３ この要綱の施行の日から令和７年７月３１日までの間におけるこの要綱第２０条中「資格

確認書」とあるのは「被保険者証等及び資格確認書」とし、同要綱第２８条中「資格確認書

（特別療養）」とあるのは「被保険者資格証明書及び資格確認書（特別療養）」とする。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


